
国 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

日経平均株価 19,467 1.7% 0.3% 1.8%
東証株価指数（TOPIX） 1,549 1.0 0.8 2.0
東証REIT指数 1,845 0.5 0.6 -0.5
米ダウ平均株価 20,093 1.3 1.3 1.7
米S&P500指数 2,294 1.0 2.0 2.5
米MSCI REIT指数 1,143 -1.0 2.1 -0.3
MSCI ワールド（先進国） 1,803 1.2 3.0 3.0
MSCI AC欧州 411 1.4 4.4 2.9
MSCI エマージング 915 2.5 7.6 6.2
MSCI ACアジア（日本を除く） 548 2.4 7.7 6.6
外国為替市場（対円）

通貨 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

米ドル 115.10 0.4% -1.8% -1.6%
ユーロ 123.13 0.4 0.9 0.1
豪ドル 86.91 0.3 3.3 3.2
ニュージーランド・ドル 83.56 1.7 3.1 3.2
ブラジル・レアル 36.65 1.5 2.4 2.0
メキシコ・ペソ 5.51 3.8 -2.5 -2.4
トルコ・リラ 29.75 -2.5 -10.2 -11.1
南アフリカ・ランド 8.56 1.6 1.2 0.4
中国人民元 16.70 -0.1 -1.3 -0.7
インドネシア・ルピア (x100) 0.86 0.7 -1.1 -0.8
国債市場（利回り、%）

国 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

米国10年 2.48 0.02 -0.02 0.04
ドイツ10年 0.46 0.04 0.27 0.25
日本10年 0.08 0.02 0.02 0.04
ブラジル2年 10.42 0.00 -0.65 -0.61
メキシコ2年 6.76 -0.16 -0.08 -0.03
トルコ2年 11.37 0.03 0.87 0.74
インドネシア2年 6.99 -0.02 -0.52 -0.47
その他

商品 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

金先物（ﾆｭｰﾖｰｸ、期近物） 1,191 -1.1% 4.4% 3.4%
原油先物（ﾆｭｰﾖｰｸ、期近物） 53 1.4% -1.6% -1.0%
VIXボラティリティ指数 10.0 -8.3% -18.3% -24.6%
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日経平均株価の推移 
（円、2016年2月1日~2017年1月27日） 

ドル・円相場の推移 
（1ドル=円、2016年2月1日~2017年1月27日） 

米国2年国債・10年国債利回りの推移 
（2016年2月1日~2017年1月27日） 

Q. 先週の主なイベントは？ 
• 1月24日 トルコ: 金融政策決定会合、翌日物貸出金利を引き上げ 
• 1月24日 米国:1月製造業PMI、実績55.1、市場予想54.5 
• 1月27日 米国:16年10-12月期実質GDP成長率、実績前期比年率

 1.9%増、市場予想同2.2%増、7-9月期実績同3.5%増 

Q. 先週の日本株式市場の動きは？ 
上昇。週初、日本株式は、トランプ米大統領の就任演説が①経済政策の
具体性に乏しく、②保護主義を匂わせた内容だったことから、下落して始
まった。しかし、木曜にはトランプ大統領が大統領令に相次いで署名したこ
とが伝わると、他の政策も速やかに実行されるとの期待が高まり、日本株
式は上昇に転じた。結局、日経平均は1.7%上昇して取引を終えた。 

Q. 今週の主なイベントは？  
• 1月30-31日   日本:金融政策会合、市場予想据置、展望レポート 
• 1月31日-2月1日 米国: FOMC（連邦公開市場委員会）、市場予想据置 
• 2月3日  米国: 1月雇用統計、非農業部門雇用者数の前月差、 
  市場予想+17.5万人、前月実績+15.6万人 

Q. トランプ新政権に振らされる相場が続くが、今後のイベントは？ 
注目すべきイベントは2つ。引き続き「トランプ期待の継続」と「トランプ失
望」のリスクどちらも見えているため、分散投資の推進が必須と考えている。 
• 第1のイベントは、【2月上旬】に予定されている「予算教書」である。これ
は、行政管理予算局（OMB)が議会に予算要求を提出するというもので
あり、言い換えれば大統領による予算要求と歳入見通しである。トランプ
大統領が推進する政策が、金額ベースで具体化されるイベントであり、
市場の注目度は非常に高い。 

• 第2のイベントは、【4月中旬】がめどとされる、「議会による予算決議」で
ある。これは大統領の予算要求に対する議会からの回答であり、予算の
大枠を決定するものになっている。内容としては、減税に財源が使用さ
れると見ており、予算上はインフラ投資が期待外れに終わる可能性があ
るだろう。ただし、民間の資金を活用してインフラ投資を行う可能性もある
ため、市場の期待が続くシナリオも視野に入る。 

• 今後も市場では楽観と悲観が入り混じると見られ、変動性の高い局面も
想定される。先行き不透明感が強い中では、引き続き分散投資を推し進
め、相場の上下に備えるべきだろう。 

主要国の法人税率 
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出所： OECD, J.P. Morgan Asset Management 
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